
 

令和３年度 食品、添加物等の夏期一斉監視の実施結果について 

 

 

１ 趣旨                                     

 

夏期における食中毒の発生の未然防止及び食品衛生の向上並びに適正な表示の確保を図

るため、市内の飲食店、食品の製造施設、食品販売店等に対し、以下の事項について重点

的な監視指導を実施しました。 

 

＜重点的に監視指導を行った事項＞ 

（１） 食品関係営業施設の監視 

（２） 食品表示の監視 

（３） 食品の収去検査（抜き取り検査） 

 

 

２ 実施期間                                 

 

  令和３年７月１日（木）から７月 31 日（土）まで 

 

 

３ 監視結果の概要                                 

 

食品衛生監視員が市内の食品関係営業施設について、食品衛生に関する監視（延べ

4,890 施設）及び食品表示に関する監視（延べ 3,863 施設）を実施しました。 

市内を流通する食品について、食品衛生法に基づく収去検査（計 270 検体（国産品

253 検体、輸入品 17 検体））及び食品表示法に基づく収去検査（計 32 検体（国産品

17 検体、輸入品 15 検体））を実施しました。 

監視の結果、４件の食品衛生法の違反を発見し、販売方法の改善、再発防止等について

指導を行いました。 

 

 

 

 

 

【参考】主な違反の内容及び指導内容 

・冷蔵品の販売温度不適 
→ 適切な販売方法を指導し、改善を確認 



 

４ 監視結果の詳細                                 

 

（１）食品衛生に関する監視指導 

対象施設 
監視件数 

（延べ） 

違反を発見した

施設数 

食品衛生法に基づく 

営業許可施設※ 

 調理業（飲食店営業等） 945 - 

各種販売業 1,509 2 

 各種製造業等 266 - 

小計 2,720 2 

食品衛生法に基づく 

営業届出施設※ 

 集団給食施設 37 - 

各種販売業 2,113 - 

各種製造・加工業 18 - 

上記以外の営業届出施設 2 - 

小計 2,170 - 

合計 4,890 2 

 

 

（２）食品表示に関する監視指導 

対象施設 
監視件数 

（延べ） 

違反を発見した

施設数 

食品衛生法に基づく 

営業許可施設※ 

 調理業（飲食店営業等） 234 - 

各種販売業 1,487 - 

 各種製造業等 141 - 

小計 1,862 - 

食品衛生法に基づく 

営業届出施設※ 

集団給食施設 - - 

各種販売業 1,997 - 

各種製造・加工業 4 - 

上記以外の営業届出施設 - - 

小計 2,001 - 

合計 3,863 - 

 

※ 令和３年６月１日に食品衛生法が改正され、営業許可業種の再編及び営業届出業種の創

設が行われました。従前、福岡県食品取扱条例で定められていた条例許可業種や許可不要

だった業種についても食品衛生法に基づく営業許可又は届出業種に含まれました。 

 

 



 

（３）食品衛生法に基づく食品の収去検査 

分類 
検体数 

（国産品） 
検体数 

（輸入品） 
違反件数 

（国産品） 
違反件数 

（輸入品） 

魚介類 12 2 - - 

魚介類加工品 11 - - - 

食肉 155 - 2 - 

菓子類 13 - - - 

穀類加工品 - 1 - - 

生鮮野菜及び果物 11 - - - 

野菜果物乾燥品及び加工品 13 2 - - 

そうざい及びその半製品 22 - - - 

かん詰・びん詰食品 - 6 - - 

酒精飲料 1 6 - - 

その他の食品 15 - - - 

合計 253 17 2 - 

 

 

（４）食品表示法に基づく食品の収去検査 

 

分類 
検体数 

（国産品） 
検体数 

（輸入品） 
違反件数 

（国産品） 
違反件数 

（輸入品） 

魚介類加工品 10 - - - 

穀類加工品 - 1 - - 

野菜果物乾燥品及び加工品 5 2 - - 

そうざい及びその半製品 - - - - 

かん詰又はびん詰め食品 - 6 - - 

酒精飲料 1 6 - - 

その他の食品 1 - - - 

合計 17 15 - - 


